
 

 

議案第１８号 
 
 

平成３０年度北広島市一般会計補正予算（第１１号） 
 
 
 平成３０年度北広島市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 
 
 （歳入歳出予算補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ５９，６７２千円を増額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５，０７６，１０９千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（地方債補正） 
第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
 
 
 
  平成３０年１２月１３日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
 
 



第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

20 繰越金 305,196 20,972 326,168

 1 繰越金 305,196 20,972 326,168

22 市債 2,834,900 38,700 2,873,600

 1 市債 2,834,900 38,700 2,873,600

25,016,437 59,672 25,076,109

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 185,582 563 186,145

 1 議会費 185,582 563 186,145

 7 土木費 3,671,786 43,000 3,714,786

 2 道路橋梁費 2,392,081 43,000 2,435,081

12 職員費 3,862,126 16,109 3,878,235

 1 職員費 3,862,126 16,109 3,878,235

25,016,437 59,672 25,076,109

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計



起債の目的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

限度額 起債の方法

第２表　地方債補正

（変更） （単位：千円）

利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

同　左 同　左155,500

年6.5％以
内（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる資金
について、
利率の見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率）

起債の日
から30年以
内（据置期
間を含
む。)にお
いて償還
する。
ただし、必
要に応じ繰
上償還する
ことができ
る。

市道整備事業債
（単独）

116,800

証書借入

又は

証券発行

同　左



歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第１１号）

平成３０年度



 



総括

(歳　入) (単位：千円)

款

20 繰越金 305,196 20,972 326,168

22 市債 2,834,900 38,700 2,873,600

25,016,437 59,672 25,076,109

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳入
20款 繰越金

 1項 繰越金

目

 1 繰越金 305,196 20,972 326,168

計 305,196 20,972 326,168

22款 市債

 1項 市債

 4 土木債 984,700 38,700 1,023,400

計 2,834,900 38,700 2,873,600

補 正 前 の 額 補 正 額 計

22 市債



（単位 ： 千円）

節   

 1 繰越金 20,972 前年度繰越金 20,972

 1 道路橋梁債 38,700 市道整備事業債（単独） 38,700

区 分 金 額
説 明



総括

(歳　出)

款

 1 議会費 185,582 563 186,145

 7 土木費 3,671,786 43,000 3,714,786

12 職員費 3,862,126 16,109 3,878,235

25,016,437 59,672 25,076,109歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計



(単位：千円)

0 0 0 563

0 38,700 0 4,300

0 0 0 16,109

0 38,700 0 20,972

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他



歳出
 1款 議会費

 1項 議会費

目

 1 議会費 185,582 563 186,145 563

計 185,582 563 186,145 563

 7款 土木費

 2項 道路橋梁費

 3 道路新設改 929,501 43,000 972,501 38,700 4,300

良費

計 2,392,081 43,000 2,435,081 38,700 4,300

12款 職員費

 1項 職員費

 1 職員給与費 3,862,126 16,109 3,878,235 16,109

計 3,862,126 16,109 3,878,235 16,109

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源



（単位 ： 千円）

節       

 3 職員手当等 563 議会運営経費 563

職員手当等 563

13 委託料 43,000 市道整備事業（単独） 43,000

委託料 43,000

調査・設計・監理等委託 43,000

 2 給料 3,908 職員給与費 16,109

 3 職員手当等 9,736 給料 3,908

 4 共済費 1,711 職員手当等 9,736

19 負担金補助 754 共済費 1,711

及び交付金 負担金補助及び交付金 754

人件費的性格なもの 754

区 分 金 額
説 明

12 職員費



 



給与費明細書

地方債に関する調書



１  特別職

報酬 給料
期末手当

（年間支給率）
地域手当

10,398

（3.35月分）

37,671

（3.35月分）

その他 28 12,116

計 53 105,176 25,685 48,069

10,242

（3.3月分）

37,108

（3.3月分）

その他 28 12,116

計 53 105,176 25,685 47,350

長  等 0 0 156

議  員 0 0 563

その他 0 0

計 0 0 0 719

備考         １     長等とは、市長、副市長及び教育長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括

給 与

25,685長  等

議  員 93,060

(  56  )

給料

長  等

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

職員手当

3

22

比  較

9,580

54,858 596

地域手当区分

3,908

補正後

補正前

扶養手当

36,893

54,858

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

714,872

596

補正後

補正前

8,810

706,062

440

440

職員数(人）

(  56  )

36,893

比  較

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

0

区分

区分

給 与 費

給 与

区分

補正後

補正前

    その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

1,756,272

比  較

3 25,685

議  員 22 93,060

1,165,063

1,155,483

職員数（人）

1,752,364

0



（単位：千円）

寒冷地手当 その他の手当 計

退8,652 福19  公41

12,116 12,116

351 179,281 43,118 222,399

退8,652 福18  公41

12,116 12,116

351 178,562 43,112 221,674

0 156 6 162 退　0　福　1   公　0

563 0 563

0 0

0 719 6 725

（単位：千円）

退 　313,244   福   1,224

公   4,043

退 　312,495   福   1,220

公   4,043

退　 749     福　　 4

公　0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務

手当
特殊勤務

手当
【参考】児童手当

25,622 49,316 57,831 159,945 2,506 31,300

25,622 49,316 57,831 159,300 2,506 31,300

0 0 0 645 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,526 28,798 0 0

0 2,516 28,683 0 0

0 10 115 0 0

費

130,168 35,583 165,751

351 36,278 7,529 43,807

351 43,969

130,731

7,535

合計 備考

備考

明 細 書

費

共済費

35,583 166,314

36,434

共済費

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
４人、監査委員２人、農業委員会委員１２人、教育委員会委員４人）

13,488

584,003

585,7082,921,335

1,705

合計

3,507,043

15,193

2,907,847 3,491,850

計



  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

3,908 給与改定に伴う増減分 3,908

昇給に伴う増加分 0

その他増減分 0

9,580 制度改正に伴う増減分 8,126

その他増減分 1,454

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

303,020 319,963 403,016 -

325,005 346,760 426,521 -

40歳5月 42歳1月 54歳1月 -

308,163 322,139 398,900 -

331,368 352,173 419,067 -

41歳2月 42歳3月 52歳8月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

増    減    事    由    別    内    訳

30年１月１日
現 在

29年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢



（単位：千円）

給与改定分 3,908 給与改定の状況

給料の改定率 給料表を平均0.2％引上げ

給与改定実施時期

勤勉手当率改定 8,126 人事院勧告に基づき12月分の勤勉手当率を0.05月引上げ

給与改定分 1,454 人事院勧告の給料表の改定に伴う各種手当の増額分

   イ  初任給 （単位：円）

区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

高校卒 148,600 148,600 -

大学卒 180,700 180,700 -

高校卒 - - -

大学卒 - - -

148,600

180,700

148,600

一般行政職

備                                                       考説             明

｛
平成30年4月1日

北広島市の制度
180,700

国   の   制   度



   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.9 3 3.4 1 25.0 -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
26 7.6 7 7.9 2 50.0 -     -     
(1) （2） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
20 5.8 -     0 -     -     -     -     
(4) （9） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
127 37.1 42 47.2 1 25.0 - -
（39） （89） (3) (100) (-) (-) (-) (-)
63 18.5 18 20.2 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
55 16.1 9 10.1 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
41 12.0 10 11.2 -     -     -     -     

（44） （100） (3) (100) (-) (-) (-) (-)
342 100 89 100 4 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.9 3 3.4 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
27 7.9 7 7.9 2 66.7 -     -     
(1) （2.0） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
17 5.0 -     -     1 33.3 -     -     

(23) （45.0） (1) (33.3) (-) (-) (-) (-)
127 37.4 42 47.2 -     -     - -
（27） （53.0） (2) (66.7) (-) (-) (-) (-)
65 19.1 18 20.2 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
58 17.1 9 10.1 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
36 10.6 10 11.2 -     -     -     -     

（51） （100） (3) (100) (-) (-) (-) (-)
340 100 89 100 3 100 - -

（級別の標準的な職務内容）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

７級

６級

級

消防職

６級

７級

区       分

４級

30年１月１日
現 在

２９年１月１日
現 在

教育公務員

２級

職 務 の 内 容

技能労務職

３級

５級

１級

計

一般行政職

４級

７級

６級

計

４級

３級

２級

１級

５級



   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 2 2 0 0 0

２号給 43 33 9 1 0

３号給 24 18 4 2 0

４号給 351 279 71 1 0

95.5% 95.7% 94.4% 100.0% -

１号給 2 2 0 0 0

２号給 43 33 9 1 0

３号給 24 18 4 2 0

４号給 351 279 71 1 0

95.5% 95.7% 94.4% 100.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

（1.075) (1.275) (2.35)

2.125 2.325 4.45

（1.075) (1.225) (2.30)

2.125 2.275 4.40

（1.075) (1.275) (2.35)

2.125 2.325 4.45

有

有

補　正　前

国の制度

4

区       分

補
　
　
正
　
　
後

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

職員数
0

420 332 84 4 0

補
　
　
正
　
　
前

職員数
440 347

昇給に係る職員数

（ A ）

昇給に係る職員数

（ B ）

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

区        分
職制上の段階、職務の級等
による加算措置

補　正　後 有

440 347 89

84 4

0
（ A ）

0
（ B ）

89 4

420 332



   カ   定年退職及び勧奨退職に係る退職手当              
２ ０ 年 勤 続 ２ ５ 年 勤 続 ３ ５ 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例措置

（2%～45%

加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例措置

（支給率等） （2%～45%

加算）

   キ   地域手当              

   ク   特殊勤務手当          
全職種 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

基礎控除額 月額 11,000 円

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

3% 20%

20%

0 1 1

北海道内は札幌市に在勤する職員 東京都特別区に在勤する職員国の指定基準に
基づく支給率（％）

北広島市 札幌市（北海道への派遣等） 国への派遣等

（３０年１月１日現在）

0.7%

0.0%

0.2% 0.0%

区                  分

異

異

住居手当

通勤手当

差      異      の      内      容

防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

同

国の制度との異同

手当の名称

-

-

支給対象職員の比率（％）

0.0%

75.3% 0.0%

給料総額に対する比率（％）

15.3%

備     考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

区     分

0% 3%



地方債の２８年度末及び２９年度末における現在高並びに
３０年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

２８年度末 ２９年度末 ３０年度末

現在高 現在高 起債借入見込額元金償還見込額 現在高見込額

１　普通債 15,312,943 17,250,868 2,306,800 1,258,970 18,298,698

（１）総務債 3,343,136 5,166,861 626,300 182,458 5,610,703

うち庁舎 1,207,200 3,184,700 309,100 2,232 3,491,568

（２）民生債 401,158 346,733 77,500 53,285 370,948

（３）衛生債 2,160,850 2,050,650 31,500 145,514 1,936,636

（４）農林水産業債 94,614 77,206 0 12,615 64,591

（５）商工労働債 116,580 102,160 0 14,420 87,740

（６）土木債 4,783,317 5,198,172 1,073,300 400,633 5,870,839

うち道路橋梁 2,329,348 2,479,187 682,100 167,521 2,993,766

うち公園 396,746 394,055 103,500 44,001 453,554

うち街路 372,276 330,778 37,600 56,128 312,250

うち区画整理 114,581 49,105 0 36,405 12,700

うち公営住宅 1,429,105 1,803,959 250,100 75,548 1,978,511

（７）消防債 520,675 485,565 64,500 69,499 480,566

（８）教育債 2,933,899 3,030,021 433,700 218,500 3,245,221

うち学校 2,286,494 2,338,385 294,700 192,119 2,440,966

（９）繰上償還借換債 0 0 0 0 0

（１０）市場公募債借換債 958,714 793,500 0 162,046 631,454

２　災害復旧債 26,522 25,627 207,900 3,526 230,001

３　その他 10,784,167 10,978,919 929,000 752,564 11,155,355

（１）臨時財政特例債 0 0 0 0 0

（２）減税補填債等 363,945 274,710 0 68,200 206,510

（３）臨時財政対策債 10,420,222 10,704,209 929,000 684,364 10,948,845

26,123,632 28,255,414 3,443,700 2,015,060 29,684,054

３０年度起債借入見込額は、平成２９年度繰越未収入特定財源地方債を含む。

区　　　　分
３０年度中増減見込

合　　　　　　計


